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請求項目 

 

1) Palver-3の使用は、国際法に合致していた。 

 

2) Argyliamは Iriord-8 の破壊に対して賠償責任を負わない。 

 

3) Koligianが Palver-2 に対して ASATミサイルを使用したことは国際法に違反す

る。 

 

4) Koligianは Palver-2 の破壊に対して賠償責任を負う。 
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事実概要 

Argyliamと Koligianの両国は、国連憲章、条約法に関するウィーン条約、およ

び宇宙に関する国連 5 条約の締約国である。Argyliamは永世中立の保全を憲法

に定める小さな島国であり、Koligianは、民間宇宙産業の振興を十数年来促進し

奨励してきた、歴史ある宇宙活動国であった。 

Argyliamは、2031年 1月 1日、独立、領土保全、永世中立を守る目的で、レー

ザー機能を備える 3機の Palver衛星群を地表高度 200kmに配備した。同年 3月

31日、Argyliamは Kassofに登録され高度 210kmに配備されている EVGA-1607

衛星によるスパイ活動に抗議し、同衛星への目くらましを図ってレーザー光線

の照射を Palver-3に命じた。レーザーの照射は Charalg社の提供するターゲティ

ングデータに基づくものであったが、当該データは完全に正確ではなく、レー

ザーは EVGA-1607を通り過ぎて Koligian運用の Iriord-8衛星に照射された。こ

れによって電子部品が損傷した Iriord-8は、軌道を外れて大気圏に突入し、完全

に燃え尽きた。  

同年 5月 10日、Palver-2は突如制御不能に陥り、国際的な共同事業体で運営さ

れ Koligian登録の衛星を含む 150機の衛星群が配備されている高密度の軌道に

向かって漂い始めた。これを受け、同年 5月 11日に Argyliamが SSVによるリ

ブースト計画を実施すると宣言したにもかかわらず、同日夕刻、Koligianは

Palver-2に照準を合わせて ASATミサイルを発射し、破壊した。これにより

Palver 衛星群の運用は不能となり、復旧に数年の歳月を必要とする損害を受けた。 
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主張概要 

Ⅰ: 

i. Palver-3の使用は、宇宙空間の平和利用に関わる国際法上の義務、宇

宙条約 1条第 2文、宇宙条約 9条第 1文に違反しない。 

ii. Palver-3の使用は、対抗措置として正当化される。 

Ⅱ: 

i. Argyliamは Iriord-8の破壊に対して、国際慣習法上の賠償責任を負わ

ない。 

ii. Argyliamは Iriord-8の破壊に対して、宇宙損害責任条約上の賠償責任

を負わない。 

Ⅲ： 

i. Koligianが Palver-2に対して ASATミサイルを使用したことは、宇宙

空間の平和利用に関わる国際法上の義務、宇宙条約 8条第 1文、宇宙

条約 9条第 1文、宇宙条約 9条第 3文に違反する。 

ii. Koligianが Palver-2に対して ASATミサイルを使用したことは、緊急

避難として正当化されない。 

Ⅳ: 

i. Koligianは Palver-2の破壊に対して賠償責任を負う。  
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主張詳細 

I. Palver-3 の使用は、国際法に合致していた。 

A. Palver-3 の使用は、宇宙空間の平和利用に関わる国際法上の義務に反しない。 

Palver-3の使用は、宇宙空間の平和利用に関わる国際法上の義務を定める、宇

宙条約 4条第 1文、月協定 3条 4項、宇宙条約 3条並びに国際連合憲章 2条 4項、

及び月協定 3条 3項のいずれにも違反しないことを、順に論じる。 

i. Palver-3の使用は、宇宙条約 4条第 1文に違反しない。 

 宇宙条約 4条第 1文は、「核兵器およびほかの種類の大量破壊兵器を運ぶ物

体を……宇宙空間に配置しないこと」と定めているところ、Palver システムは核

兵器に匹敵する大量破壊兵器ではないため、これに違反しない。 

ii. Palver-3の使用は、月協定 3条 4項に違反しない。 

月協定 3条 4項は、月面上でのあらゆる型の兵器の実験を禁止しており、宇

宙空間での兵器の実験は禁止していないから1、Argyliamが軌道上に Palverシス

テムを配置し実証実験を行うことは、月協定 3条 4項に違反しない。 

iii. Palver-3の使用は、宇宙条約 3条、国際連合憲章 2条 4項に違反しない。 

 国際連合憲章 2条 4項は、国際関係において武力の行使を禁止し、これは国

際慣習法である2。また、宇宙条約 3条は、宇宙空間の探査及び利用における活

動が、国際連合憲章を含む国際法に従って行わなければならないことを定める。

そのため、国際法上、宇宙空間においても武力の行使は禁止される3。国際法上、

武力の行使とは政治的・経済的強制は含まれず、軍事力を用いた行為に限られ

るが、武器を用いた実力行使がすべからく武力の行使に該当するわけではない。

いかなる行為が、一定の閾値を超えて武力行使に該当するかにつき、物理的な

損害もしくは被害に基づく実力の規模と効果ないし烈度の大きさを主たる判断

要素4とし、実力の量を評価するべきである。また、当該行為に及んだ意図等の

要素も補充的に考慮するべきである。宇宙空間における兵器配置防止条約草案

の作成の過程においてアメリカは、レーザー照射などにより他国の軍事衛星の

機能を一時的・可逆的に混乱又は停止させることは、武力の行使には当たらな

 
1 小塚荘一郎・佐藤雅彦, 『宇宙ビジネスのための宇宙法入門』,有斐閣, (2015). 

p43. 
2 Military and Paramilitary Activities in and against Nicaragua (Nicaragua v. United 

States of America), Judgment, ICJ Reports, (1986). paras.187-191. 
3 Breccia, Pierfrancesco. "Article III of Outer Space Treaty and Its Relevance in the 

International Space Legal Framework." Proceedings of the International Institute of 

Space Law, 59, 2016, p. 20. 
4 黒崎将広・坂元茂樹・西村弓・石垣友明・森肇志・真山全・酒井啓亘, 『防衛

実務国際法』, 弘文堂, (2022). p222. 
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いと解釈している5。さらに、潜在的な効果のみで武力行使該当性が認められ得

るのは、国家元首など国家主権の本質的な属性に向けられたような6極めて限定

的な場合であると解される。 

本件において、Palver-3によるレーザー照射の試みは失敗しており、EVGA-

1607及び Kassofには何ら物理的損害が発生しておらず7、その効果は潜在的なも

のにとどまっている上、対象となった衛星は Kassofの管理する一衛星であり、

国家主権の本質的な属性とは到底言えない。また、Argyliamが試みたレーザー

照射は、目眩しにより衛星のセンサーを一時的・可逆的に停止させる性質のも

ので8、その物理的効果は限定的である。仮にセンサーの永続的な機能停止を引

き起こす場合でも、観測・偵察活動に支障を来すだけで、対象とする衛星全体

を機能不全に陥らせるような重大な効果をもたらすものではない。加えて、今

回の Argyliamの行為は偵察行為を阻止する目的で、政治的対立のない Kassofに

対して抗議をした上、宇宙物体の一つに対して実行された措置であり9、衛星の

登録国への強制的・敵対的な意図に基づいたものではない。 

以上より、Palver-3によるレーザーの照射は武力の行使には該当しない。 

よって、Palver-3の使用は、宇宙条約 3条及び国際連合憲章 2条 4項に違反し

ない。 

iv. Palver-3の使用は、月協定 3条に違反しない。 

 月協定 3条は、すべての当事国が月を平和的目的にのみ利用しなければなら

ないことを定める。ここにいう「月」は、月面のみならず宇宙空間も含む(月協

定 1条 2項)。そのため、月協定の当事国は、宇宙空間全体について、平和的利

用の義務を負う10。そして、宇宙条約 4条第 2文において、「平和的目的の……

利用」が、非軍事ではなく非侵略、すなわち自衛権の範囲内の行動と解されて

いる11。実際、月協定を批准しているオランダが 2021年 6月に打ち上げ、宇宙

物体登録条約に基づいて国連に登録されている「BRIK-II」という衛星は、登録

 
5“Letter dated 2008/08/19 from the Permanent Representative of the United States of 

America addressed to the Secretary-General of the Conference transmitting comments on 

the draft "Treaty on Prevention of the Placement of Weapons in Outer Space and of the 

Threat or use of Force against Outer Space Objects (PPWT)" as contained in document 

CD/1839 of 29 February 2008”,  CD/1847, 26 August 2008. 
6 Erin Pobjie, “The Meaning of Prohibited ‘Use of Force’ in International Law”, Max 

Planck Institute for Comparative Public Law & International Law, Vol.2022(7), (2022). 

p11-17. 
7 Compromis, para9. 
8 Compromis, para8. 
9 Compromis, para7-9. 
10 青木節子, “宇宙の軍事利用を規律する国際法の現状と課題, 総合政策学ワー

キングペーパーシリーズ, No.67, (2005). p9. 
11 青木節子, “宇宙の軍事利用を規律する国際法の現状と課題, 総合政策学ワー

キングペーパーシリーズ, No.67, (2005). p14. 
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簿に”Demonstration satellite for military purpose”と記載されている通り12、軍事目

的で運用されている。これらをふまえると月協定においても、宇宙条約と同様、

平和的目的の利用とは、非軍事ではなく非侵略、すなわち自衛権の範囲内の行

動を意味すると解される。本件において、上述の通り、Palver-3の使用は武力行

使ではない。したがって、Palver-3の使用は月協定 3条に違反しない。 

B. Palver-3 の使用は、宇宙空間の利用の自由を定める宇宙条約 1 条第 2 文に違

反しない。 

 Argyliamが、Kassof が登録する衛星である EVGA-1607に向けて Palver-3のレ

ーザーを照射し、そのセンサーの妨害を試みたことは、Kassofの宇宙空間の利

用の自由を侵害し、宇宙条約 1条第 2文に違反するか。  

宇宙条約 1条第 2文は、「宇宙空間は、すべての国が……自由に探査し及び

利用することができる」と定める。これは、いずれの国も、他国の許可を得る

必要なく、また他国による妨害を受けずに、宇宙空間の探査及び利用をする権

利を有することを意味し13、それゆえ、いずれの国も、たとえ自国の領空を通過

するものであっても、他国が打上げた宇宙物体に対して、宇宙空間の利用を妨

害し、または、否認するような方法で、管轄権その他の実力措置を及ぼすこと

が禁止される14。ここにいう宇宙空間の利用は、地上から宇宙空間に向けられる

活動のみならず、地球観測のような、宇宙空間から地上に向けられる活動も含

む15。 

本件において、Kassof が EVGA-1607を使用して、宇宙空間から地上施設の情報

を収集することは、宇宙空間の利用に当たる。そのため、Argyliamが、EVGA-

1607に向けて Palver-3 のレーザーを照射し、そのセンサーの妨害を試みたこと

は、Kassofの宇宙空間の利用の自由を侵害し、宇宙条約 1条第 2文に違反する

とも思える。 

もっとも、宇宙空間の利用の自由は、絶対無制約のものではなく、宇宙条約 9

条をはじめとする他の国際法上の義務との関係で一定の限界を有する16。以下で

は、Kassofによる EVGA-1607の使用は、宇宙条約 9条第 1文に違反し、宇宙空

間の利用の自由として宇宙条約 1条第 2文により保護されないものであること

を主張する。 

 
12 U.N. Doc, ST/SG/SER.E/1030, (Dec. 3, 2021). https://documents-dds-

ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/V21/090/82/PDF/V2109082.pdf?OpenElement. 
13 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Outer space treaty”, (2009).  
p34. 
14 山本草二. ｢宇宙開発｣『未来社会と法』. 筑摩書房現代法学全集.1976, 54. p32-

43. 
15 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Outer space treaty”, (2009). 

p35. 
16 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Outer space treaty”, (2009). 

p39. 

https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/V21/090/82/PDF/V2109082.pdf?OpenElement
https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/V21/090/82/PDF/V2109082.pdf?OpenElement
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主権の及ばない国際空間である宇宙空間(宇宙条約 2条参照)から、他国領域内

のデータを収集しても、他国の主権を侵害しないとされる17。実際、国連総会が

決議したリモートセンシング原則18では、探査に当たって被探査国の観測への同

意を得るべきこととはされていない(第 12原則参照)。しかし、リモートセンシ

ング原則の第 4原則は、「リモートセンシング活動は、……被探査国の正当な

権利及び利益を害さない方法で行う」と定めている。これらのことから、宇宙

空間からのリモートセンシングは、一般的には被探査国の主権を侵害しないも

のの、当該リモートセンシングが行われる具体的状況に鑑みて、被探査国の主

権を脅かし、被探査国の正当な権利及び利益を害するといえる場合には、リモ

ートセンシング原則に反すると解する。 

そして、宇宙条約 9条第 1文は、条約の当事国が他のすべての当事国の対応

する利益に妥当な考慮を払って宇宙空間における活動を行うべきことを定める 

ところ、妥当な考慮を払うとは、一定の水準の配慮、注意や観察を実行するこ

とであり19、その判断に当たっては、各国宇宙機関や国連などの国際機関や国際

機関間スペースデブリ調整委員会(IADC)によって受け入れられ、支持されてい

る行為規範を参照することとされる20。そのため、国連総会で決議されたリモー

トセンシング原則に即した行動をとらないことは、特段の事情の無い限り、妥

当な考慮を払うものとはいえず、宇宙条約 9条第 1文に違反するものというべ

きである。 

本件において、2031 年 3 月 31 日に、Kassof に登録されている EVGA-1607 が、

Argyliamの重要インフラ施設及び軍事施設に対する継続的なスパイ活動を行っ

ていることが照合された情報によって確認された21。翌日 Argyliamは Kassofに

対し、当該スパイ活動について抗議した上で、これを即時停止し将来にわたっ

て繰り返さないことを要求した22。これに対し、Kassofは EVGA-1607が純粋に

商業アプリケーションのために配備された衛星であって、EVGA-1607を用いた

スパイ活動が行われたことはないと返答するのみであった23。その後、2031年 4

月 10日に、EVGA-1607によるスパイ活動が継続していることが、Argyliamに

よって再び確認された24。 

 
17 Studies in International Space Law, p.578~584 
18 Principles Relating to Remote Sensing of the Earth From Outer Space, G.A. Res 41/65, 

U.N. Doc. A/RES/41/65 (Dec. 3, 1986). 
19 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Outer space treaty”, (2009). 

p175-176. 
20 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Rescue agreement, liability 

convention, registration convention, moon agreement’, (2013). p133. 
21 Compromis, para6. 
22 Compromis, para7, 
23 Compromis, para7. 
24 Compromis, para8. 
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衛星の地上解像度(GSD)は高度に比例するから、高度 210kmというきわめて

低い軌道に配置された EVGA-1607は、非常に精細な地上の画像を取得している

と想定される。また、EVGA-1607 が継続的なスパイ活動をしているとの情報は、

照合されたものであり信頼性が高い。Kassof は、EVGA-1607はスパイ活動をし

ておらず、純粋に商業目的の衛星であると返答しているが、Argyliamの重要イ

ンフラ施設及び軍事施設を撮影していること自体は否定していない。これらを

ふまえると、その意図が軍事的なものか商業的なものかはさておき、少なくと

も、EVGA-1607が、Argyliamの重要インフラ施設及び軍事施設の高精細な画像

を取得している実態はあるものと考えられる。空港などの重要インフラや、軍

事施設の精細な画像は、対立する国やテロ組織に渡れば、攻撃の端緒となり、

また自衛権の行使の実効性を弱める。現時点で Kassofに軍事的な意図がなかっ

たとしても、将来軍事転用することは容易である。そのような繊細な画像を、

2027年まで長い対立の歴史がある Kassofが取得し蓄積していることは、

Argyliamの主権の独立、領土保全や永世中立にとって大きな脅威である。これ

らを踏まえると、Argyliamが停止を要求しているにもかかわらず、EVGA-1607

は、Argyliamの重要インフラ施設及び軍事施設の高精細な画像の取得を続ける

ことは、Argyliamの利益を侵害するものといえる。 

 よって、Kassofによる EVGA-1607の使用は、リモートセンシング原則の原則

Ⅳに反するものである。ゆえに、Kassofによる EVGA-1607の使用は、妥当な考

慮を払うものとはいえず、宇宙条約 9条第 1文に違反するから、宇宙空間の利

用の自由として宇宙条約 1条第 2文により保護されるものではない。 

 したがって、これを Palver-3により妨害することは、宇宙条約 1条第 2文に違

反しない。 

C. Palver-3 の使用は、宇宙条約 9 条第 1文に反しない。 

宇宙条約 9条第 1文は、条約の当事国が他のすべての当事国の対応する利益

に妥当な考慮を払って宇宙空間における活動を行うべきことを定める。先述の

通り、妥当な考慮を払うとは、一定の水準の配慮、注意や観察を実行すること

であり25、その判断に当たっては、各国宇宙機関や国連などの国際機関や IADC

によって受け入れられ、支持されている行為規範を参照することとされる26。参

照するべき行為規範として、2019年 6月に国連宇宙空間平和利用委員会

（COPUOS）の加盟国 92か国の全会一致により採択された27、宇宙活動に関す

 
25 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Outer space treaty”, (2009). 

p175-176. 
26 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Rescue agreement, liability 

convention, registration convention, moon agreement’, (2013). p133. 
27 宇宙政策委員会第 81回会合議事次第. “宇宙活動に関する長期持続可能性

（LTS）ガイドライン”. 内閣府, (2019). 

https://www8.cao.go.jp/space/comittee/dai81/sankou6.pdf, (参照 2023-2-19). 

https://www8.cao.go.jp/space/comittee/dai81/sankou6.pdf
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る長期持続可能性（LTS）ガイドラインがある28。同ガイドラインは B.10に

「宇宙空間を通過するレーザービーム源を使用する際の予防策の遵守」を定め

ており、具体的には、地球近傍を通過する光線を発生させるレーザーを用いる

事業者に対し、他の宇宙物体にレーザーが偶発的に照射される可能性について

分析すること、加えて、そうした場合の照射の威力を当該他の宇宙物体との距

離に応じて定量的に評価することを要求している。 

本件において、Argyliamは、Koligianに登録された宇宙状況監視(SSA)サービ

スプロバイダーである Charalg社と契約し、軌道上の宇宙物体の情報やデータを

取得してきた29。そして、Palver-3のレーザーを照射する際にも、Argyliamは

Charalg社が提供する EVGA-1607のターゲティングデータを使用した30。Charalg

社のデータは多くの国に利用されている信頼できるものであり31、衛星の位置情

報を取得するための手段として最良のものであったといえる。Charalg社との契

約は、物体の衝突回避のために軌道上の宇宙物体の情報やデータを利用するこ

とを想定したものであったと思われる32。物体との衝突を回避することと、衛星

のセンサーにピンポイントでレーザーを当てることとでは、必要とされる情報

の精度や性質が異なることは考えられる。それにもかかわらず、Charalg社のデ

ータが完全に正確であれば、レーザー光線はほんの少しの時間の遅れも生じず、

EVGA-1607に的確に照射され、その他の衛星を照射することはなかった可能性

が高く33、レーザーの使用が事前の相当な分析に基づいていたことが推測される。

これらを踏まえると、Argyliamは他の宇宙物体にレーザーが偶発的に照射され

る可能性について十分に分析したうえで、Palver-3を使用したと考えられる。 

また、Koligianは、Palver-3のレーザー照射が Iriord-8の電子部品の損傷を誘

発し、破壊に導いたという事実を、Argyliamがレーザー威力の定量的評価を怠

ったことの根拠として捉えるかもしれない。しかし当該事実は、むしろ Iriord-8

の設計にかかる Koligianの落ち度を根拠づけるものである。低軌道においても

宇宙放射線の影響で、衛星に不具合が起きることはあるが、それによる被害の

多くが一時的な機能停止に留まっており34、全機能停止等のより深刻な被害につ

ながったケースは数少ない。他方で、レーザー光線も放射線と同じく電磁波で

 
28 “Guidelines for the Long-term Sustainability of Outer Space Activities”, 

A/AC.105/2018/CRP.20 (Jun. 29, 2018). 

https://www.unoosa.org/res/oosadoc/data/documents/2019/a/a7420_0_html/V1906077.p

df, p.72. 
29 Compromis, para3. 
30 Compromis, para8. 
31 Compromis, para3. 
32 Compromis, para3. 
33 Compromis, para9. 
34 加藤明. “世界の人工衛星の不具合における自然環境の影響度”. 第 13回「宇

宙環境シンポジウム」講演論文集, (2017), p.127. 

https://www.unoosa.org/res/oosadoc/data/documents/2019/a/a7420_0_html/V1906077.pdf
https://www.unoosa.org/res/oosadoc/data/documents/2019/a/a7420_0_html/V1906077.pdf
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あるが、衛星間光通信に用いられるレーザーの出力は放射線等と比べれば非常

に小さい。例えば、2005年に打ち上げられた日本の衛星きらりが ESAの衛星

ARTEMISとの間で行った衛星間光通信において、用いられた半導体レーザーの

出力は 300mWにすぎなかった35。かかる事実を踏まえれば、衛星間光通信の実

証を目的とした Palver-336のレーザーの照射を受けてスラスタの誤作動にまで至

った Iriord-8は、衛星が備えているべき強度、耐久性を備えていなかったとの評

価するのが妥当である。以上をふまえると、Argyliamが Palver-3のレーザー照

射にかかる威力の定量的な評価を怠ったとはいえない。 

したがって、Argyliamは Palver-3のレーザーを使用するにあたり、LTSガイ

ドラインに従っていたものといえる。よって、Argyliamは妥当な考慮を払った

ものといえ、Palver-3 の使用は、宇宙条約 9条第 1文に反しない。 

D. Palver-3 の使用は、対抗措置として正当化される。 

 国際慣習法上、いずれの国も、他国が国際法上の義務に反するような状況が

存在すると判断した場合には、対抗措置を通じて自らの権利を維持・尊重させ

ることができる37。国家責任条文 22条は、対抗措置を構成する場合、国際法上

の義務に反する行為はその違法性が阻却されるとする 。以下では、仮に Palver-

3の使用が宇宙条約 1条第 2文または 9条第 1文に違反する場合であっても、対

抗措置の要件を充足し、違法性が阻却されるため、国際法に合致することを主

張する。 

v. 実体要件の充足 

対抗措置の実体要件は、①対抗措置が武力による威嚇または武力の行使では

ないこと(国家責任条文 50条 1項(a))、②対抗措置が国際違法行為の責任ある国

家に向けられたものであること(同 49条 1項、2項)、③対抗措置が、性質上一時

的なものであり、可能な限り、効果が可逆的であること(同 49条 2項、3項、 53

条)、④対抗措置が均衡性を有すること(51条)、⑤一定の基本的義務のいかなる

逸脱も含んではならないこと(50条 1項)である38。 

 まず、先述の通り Palver-3 の使用は武力の行使にではないため、①を満たす。 

 次に、②について論じる。対抗措置が国際違法行為の責任ある国家に向けら

れたものであるといえるためには、(ⅰ)事後的客観的にみて、相手国の国際違法

行為が存在すること、(ⅱ)対抗措置が国際違法行為を行った国に対して向けられ

 
35 荒木智宏. “大容量通信を実現する, 宇宙光通信の研究開発動向”. 通信ソサイ

エティマガジン, No.51冬号. 電子情報通信学界, (2019). 
36 Compromis, para5. 
37  Case concerning the Air Service Agreement of 27 March 1946 between the United 

States of America and France, Decision of 1978, RIAA, Vol. XVIII, p. 417. Para81. 
38 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, with 

commentaries, (2001), available at 

<https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf>. p129. 

https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf
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たものであることを要する39。第三者への間接的影響、付随的影響を完全に避け

ることが難しい以上、対抗措置が偶然ないし付随して第三国に影響を及ぼす場

合でも、(ⅱ)の充足は否定されない40。先述の通り、Kassofによる EVGA-1607

の使用は、リモセン原則に反し、宇宙条約 9条第 1文に違反するから、(ⅰ)を充

足する。Kassofが登録国として管轄権を有する EVGA-1607に向けて Palver-3を

使用しており、Koligianの Iriord-8は、Charalg社の提供するターゲティングデー

タが不正確であったことが原因で、偶然、付随的に照射され破壊されたにすぎ

ないため、(ⅱ)を充足する。よって、②を満たす。 

 また、Palver-3の使用は、目眩しにより衛星のセンサーを一時的・可逆的に停

止させる性質のものであるから、③を満たす。 

では、Palver-3の使用は均衡性を有し、④を満たすか。均衡性の判断基準が問

題となる。 

 この点、米仏航空業務協定事件は、単に両国の指定航空会社が被った損失を

比較するだけでなく、経由地における機種変更を認めないというフランス当局

の原則的立場の重要性や、アメリカの航空運輸政策における、機種変更を伴う

運航の許容性という問題の重要性を考慮し、アメリカの採った対抗措置は明ら

かに不均衡とはいえないとしている41。また、ガブチコヴォ・ナジュマロシュ計

画事件において、チェコスロバキアによる暫定的解決策は、ダニューブ河の天

然資源の公平かつ合理的な配分を得るという、一般国際法上の国際水路公平利

用原則に基づく権利をハンガリーから奪うものであるため、均衡性を有しない

としている42。これらを踏まえ、均衡性は、対抗措置の効果と先行行為の結果を、

量的質的観点から多角的に考慮して判断する43。判断に当たっては、違反する国

際法上の原則の重要性や違反の重大性も考慮する44。 

 本件において、Kassofによる EVGA-1607 を用いた偵察行為は、独立、領土保

全、永世中立を脅かし、Argyliamの正当な利益を侵害するリモートセンシング

であって、妥当な考慮を払うものとはいえず、宇宙条約 9条第 1文に反する。

そして、2027年まで長い対立の歴史がある Kassofが EVGA-1607を用いた偵察

行為を継続すれば、Argyliamの空港などの重要インフラや軍事施設の精細な画

 
39 Ibid. p130. 
40 Ibid. p130. 
41 山田卓平, “対抗措置-米仏航空業務協定事件-”, 国際法判例百選第 3版, (2021). 
42 大森正仁, ”緊急避難と対抗措置-ガブチコヴォ・ナジュマロシュ計画事件”, 

国際法判例百選第 3版, (2021).  
43 山田卓平, ”緊急避難と対抗措置-ガブチコヴォ・ナジュマロシュ計画事件”, 

国際法判例百選第 2版, (2011). 
44 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, with 

commentaries, (2001), available 

at<https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf>. p134-

135. 
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像が取得・蓄積され、そのような画像がテロ組織や対立する国に利用されれば、

Argyliamの独立、領土保全、永世中立を脅かす危険が増大する。国家の独立や

領土保全は、現代国際社会の根幹をなす国際法上の基本原則である。これに対

し、レーザー照射は、目眩しにより衛星のセンサーを一時的・可逆的に停止さ

せる性質のもので 、その物理的効果は限定的である。また、光学センサーの場

合には、気象状況等により、観測衛星による地上の画像取得が一時的に妨げら

れることはしばしばあることをふまえると、EVGA-1607による地上の画像取得

がレーザー照射によって一時的に妨げられることによって生じる、EVGA-1607

を利用したサービスないしミッションに対する影響も限定的である。以上を考

慮すると、Palver-3の使用は、その効果との関係で均衡性を有するといえる。よ

って、④を満たす。 

 本件において、国家責任条文 50条 1項の列挙する国際法上の義務の違反はな

く、⑤を満たす。 

 以上より、Palver-3 の使用は対抗措置の実体要件を満たす。 

vi. 手続要件の充足 

 Argyliamは、2031年 4月 1日に Kassofに対して、EVGA-1607 を用いたスパイ

行為を即時停止し繰り返さないよう要請しているから、「対抗措置をとる前に」

「義務を履行するように責任ある国家に要請」した(国家責任条文 52条 1項(a))

といえる。 

Argyliamは、Palver-3 を使用する旨を事前に Kassofに通知していなかったた

め、対抗措置をとることを事前に先行違法行為国に通知することを定める同項

(b)に反すると思える。しかし、同条 2項は、「被害国はそれらの権利を守るた

めに必要なものとして、緊急の対抗措置をとる」と定めている。そして、「そ

れらの権利」とは、被侵害利益に加えて対抗措置をとる権利を意味する45。本件

において、EVGA-1607に対してレーザー照射することを事前に通知すれば、

Kassofは、EVGA-1607の軌道や姿勢を制御して、これを回避し得るから、対抗

措置をとる権利を守るために、Palver-3を使用する旨を事前に Kassofに通知せ

ず秘匿しておくことが必要であった。したがって、Argyliamは、Palver-3を使用

する旨を事前に Kassof に通知していないが、要件を充足する。 

以上より、Palver-3の使用は対抗措置の手続要件を満たす。 

 したがって、Palver-3の使用は、宇宙条約 1条第 2文や 9条第 1文に違反する

場合であっても、対抗措置として正当化されるため、国際法に違反しない。 

 
45 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, with 

commentaries, (2001), available at 
<https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf>. p136. 

https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf
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II. Argyliam は Iriord-8 の破壊に対して賠償責任を負わない。 

A. Argyliam は Iriord-8 の破壊に対して、国際慣習法上の賠償責任を負わない。 

国際慣習法上、国際違法行為と損害との間に因果関係がある場合に当該損害

に対する賠償責任が発生する(国家責任条文 34条 1項)。これまで述べてきた通

り、Argyliamには国際法に違反する行為がない。よって、Argyliamは Iriord-8の

破壊に対し、国際慣習法上の賠償責任を負わない。 

B. Argyliam は Iriord-8 の破壊に対して、宇宙損害責任条約上の賠償責任を負

わない。 

損害が、打上げ国の宇宙物体に対して他の打上げ国の宇宙物体により地表以

外の場所において引き起こされた場合には、当該他の打上げ国は、その損害が

自国の過失又は自国が責任を負うべき者の過失によるものであるときに限り責

任を負う(宇宙損害責任条約 3条)。 

 本件において、Palver-3は宇宙物体であり、その「打上げ国」(同条約 1条(c))

は Argyliamである46。Iriord-8は宇宙物体であり、「打上げ国」は、その登録国

が Koligianであることから、打上国は Koligianである(宇宙物体登録条約 2条 1

項参照)。また、Iriord-8の破壊という損害は、Palver-3により宇宙空間において

引き起こされた。しかし Iriord-8の破壊は Argyliamの過失によるものではない

ため、Argyliamはこれにつき賠償責任を負わないことを以下で主張する。 

 過失の判断に当たっては、各国宇宙機関や国連などの国際機関や IADCによ

って受け入れられ、支持されている、最も関連する行為規範が参照される47。こ

れらの行為規範は、取るべき正しい手続きや行為が何であったのかについての

根拠となるのであり、広く受け入れられたこれらの規範が遵守されているので

あれば、過失を推定する余地はない48。 

 本件において、先述の通り、Argyliam は、Palver-3 のレーザーを使用する際に、

LTSガイドラインに従っていた。よって、Argyliamには Iriord-8の破壊について

過失がない。 

したがって、Argyliamは Iriord-8の破壊に対し、宇宙損害責任条約 3条に基づ

く賠償責任を負わない。 

 
46 Compromis, para5. 
47 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Rescue agreement, liability 

convention, registration convention, moon agreement’, (2013). p133. 
48 Ibid. p133. 
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III. Koligian が Palver-2 に対して ASAT ミサイルを使用したことは国際法に違

反する。 

A. Koligian が Palver-2 に対して ASAT ミサイルを使用したことは、宇宙空間

の平和利用に関わる国際法上の義務に反する。 

先述の通り、ASATミサイルの使用が武力行使に当たる場合には、宇宙条約 3

条、国連憲章 2条 4項、月協定 3条に反する。同様に、武力行使該当性は、物

理的な損害もしくは被害に基づく実力の規模と効果ないし烈度の大きさ、当該

行為に及んだ意図等を考慮して判断する。 

本件における ASATの使用は、衛星を完全に破壊するという不可逆的で極め

て重大な物理的効果をもたらすものである。ASATによる衛星破壊では数千の

破片が生じ、特に大きさが 10cm以下のデブリは追跡不可能である。そのような

破片が 150機の衛星が密集する軌道帯に飛散した可能性も十分に考えられ、ケ

スラーシンドロームの発生による宇宙環境の汚染、さらには地上での通信サー

ビスの混乱など、重大な二次的影響を引き起こす恐れもあったと言える。実際、

アメリカや日本などの宇宙活動国が破壊的な直接上昇型ミサイルによる衛星破

壊実験を行わない旨の宣言をしているといった国家実行49からも、その物理的効

果の重大性は国際社会一般に広く共有されている。また、今回使用された直接

上昇式(direct-ascent)ASATは、低軌道上の目標に対しては 5~15分程度で到達す

るため50、回避はほぼ不可能な強制的な実力行使である。そのような強制的手段

を Argyliamによるリブーストの措置を待つことなしに実施したこと、Palverが

Argyliamの安全保障上を担う重要な衛星であること、Argyliamの宇宙活動を

「侵略的」であると非難していたことなどから、Koligianは Argyliamに対する

強制的・敵対的意図に基づいて行動したと言える。 

これらを踏まえると、Koligianによる ASATの使用は武力行使に該当する。 

B. Koligian が Palver-2 に対して ASAT ミサイルを使用したことは、宇宙条約 8

条第 1 文に違反する。 

 宇宙物体の登録国は、その宇宙物体の管轄権及び管理の権限を保持する(宇宙

条約 8 条第 1 文)。これは、いずれの国も主権を主張できない宇宙空間において、

国は、国家登録簿に登録した宇宙物体に対して、立法権、司法権、行政権を行

使する権能を有し、それゆえ宇宙物体のミッションを指揮・中止・変更する排

 
49 外務省, “破壊的な直接上昇型ミサイルによる衛星破壊実験を実施しない旨の

決定”, (2022年 9月 13日) 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press3_000924.html 
50 森聡, “米中による宇宙ドメインの軍事利用と日本の課題”, 安全保障政策の

ボトムアップレビュー, (2020), p.109-120 
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他的権利を有することを意味する51。そのため、登録国の同意なくその登録する

宇宙物体を除去することは、登録国の管轄権を侵害し、宇宙条約 8条第 1文に

違反する52(国家責任条文 20条参照)。 

Palver-2は 2031年 1 月 1日に Argyliamの国内宇宙物体登録簿に登録された53

から、Argyliamは Palver-2の管轄権及び管理の権限を有する。よって、Koligian

が Argyliamの同意なく ASATミサイルを使用して Palver-2を除去したことは、

宇宙条約 8条第 1文に反する。 

これに対し、Koligianは、スペースデブリの除去に管轄権を有する国の同意は

不要であるとし、Palver-2が制御を失ったことを捉えて、Palver-2 の除去が宇宙

条約 8条第 1文に反しないと主張するかもしれない。確かに、スペースデブリ

問題の深刻化する中、能動的デブリ除去の必要性は高まっており、衝突等によ

り破砕され元の宇宙物体を特定できない破片に対して、宇宙条約 8条を厳格に

解釈しその除去を禁止することは、管轄国を特定し同意を得ることの困難さを

鑑みると、現実的に見て妥当ではないとも思える。しかし、少なくとも、制御

を失ったにすぎず、管轄権を有する国が依然として特定できる衛星については、

同意のない一方的な除去は認められないものと考える。なぜなら、そのような

衛星は、宇宙サービス技術の開発54に伴い、軌道上での修理による回復の可能性

がある。また、本件において Palver-2がその制御を失った後も Palverシステム

全体を有効に機能させるという役割を果たしていた55ように、制御を失った衛星

であっても、その国にとって重要な機能を担っていたことが判明することがあ

り得るからである。本件において、Palver-2 は、Argyliamによって国連宇宙物体

登録簿に登録されており56、また、ASATミサイルの使用時点においては、破砕

されることなく元の構造を保っていたから、管轄権を有する国が明確に特定で

きた。そのため、これを Argyliamの同意なく除去することは、宇宙条約 8条第

1文への違反を免れない。 

 したがって、Koligianが Palver-2に対して ASATミサイルを使用したことは、

宇宙条約 8条第 1文に違反する。 

C. Koligian が Palver-2 に対して ASAT ミサイルを使用したことは、宇宙条約 9

条第 1 文に違反する。 

Koligianが Palver-2に対して ASATミサイルを使用したことは、妥当な考慮を

払うものではなく、宇宙条約 9条第 1文に違反するか。 

 
51 Stephan HobeSchmidt-Tedd, Kai-Uwe SchroglBernhard, “Outer space treaty”, (2009). 
p156-157. 
52 Howard A. Baker. Dordrecht, “Space Debris: Legal and Policy Implications”, (1989). 

p155. 
53 Compromis, para5. 
54 Compromis, para13. 
55 Compromis, para15. 
56 Compromis, para5. 
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先述した通り、妥当な考慮を払うとは、一定の水準の配慮、注意や観察を実

行することであり、その判断に当たって、各国宇宙機関や国連などの国際機関

や IADCが支持する行為規範を参照する。 

IADCスペースデブリ低減ガイドライン57は、先進国を中心とした宇宙機関で

構成される委員会である IADCが作成したガイドラインであり、各国宇宙機関

がこれに対応した標準を定めている58。IADC スペースデブリ低減ガイドライン

に基づいて国連宇宙空間平和利用委員会によるガイドラインが作成され、国連

総会決議で採択された59。そのため、宇宙条約 9条第 1文への違反の有無を判断

するに際し、IADCスペースデブリ低減ガイドラインが参照されるべきである。 

IADCスペースデブリ低減ガイドライン 5.2.2は、「運用フェーズの間、破砕

や制御機能の喪失を招く恐れの有る故障の発生を検出するためにスペースシス

テムを定期的に監視すること。そのような不具合が検出されたなら適切な回復

手段を計画すること。さもなければ廃棄あるいは無害化手段を計画し、実施す

ること。」と定める。本件において、Palver-2は制御を失ったものの、SSVによ

る他の衛星と干渉しない軌道へのリブースト60という適切な回復手段が計画され

ており、Palver-2の廃棄は不要である。それにもかかわらず、Koligianは ASAT

ミサイルを使用して破壊することにより、Palver-2を廃棄した。 

また同ガイドライン 5.2.3では、「他のシステムへの衝突リスクを大きく増加

させる意図的な破壊行為(自爆、意図的衝突等)及び他の有害な行為は避けること」

と定める。5.3.2では、「可能であれば、低軌道を通過する軌道あるいは 低軌道

と干渉する恐れのある軌道で運用を終了した宇宙システムは、デオービット(直

接再突入が望ましい)させるか、軌道寿命が短い軌道に移動させること」と定め

る。これをふまえると、低軌道を通過する衛星の軌道管理は、大気圏再突入や

軌道寿命の短い軌道への配置により行うべきであって、意図的破壊によりこれ

を除去することは、同ガイドラインに反する行動といえる。本件において、

Palver-2は LEOの中でも最も高度の低い、地表高度 200㎞に配備されていた。

通常、高度 200㎞において制御を失った衛星は、5日程度で大気圏に突入し61、

軌道寿命は短い。そのため、仮に Palver-2の廃棄をする場合には、Palver-2を放

 
57 https://stage.tksc.jaxa.jp/spacelaw/world/1_02/02.J-9.pdf 
58 “スペースデブリ対策の取組について”, 内閣府宇宙開発戦略推進事務局, 

(2018年 11月 13日), https://www8.cao.go.jp/space/comittee/27-kiban/kiban-

dai43/pdf/siryou1.pdf. 
59 Space Debris Mitigation Guidelines of the Committee on the Peaceful Uses of Outer 

Space, General Assembly Official Records Sixty-second session Supplement No. 20 

(A/62/20), (Mar. 6, 2007). 
60 Compromis, para13. 
61 吉武晴信，木村敏則，後澤康徳，西尾正則, “高度 300km に投入された超小型

衛星群の軌道履歴をもとにした 大気構造の解析”, 第８回「宇宙環境シンポジウ

ム」講演論文集. 
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置することがガイドラインに即し適切である。それにもかかわらず、ASATミ

サイルを用いて意図的に Palver-2を破壊することは、ガイドラインに反する。 

よって、Koligianが ASATミサイルを使用して Palver-2を破壊したことは、

IADCスペースデブリ低減ガイドラインに反する。 

したがって、Koligianが Palver-2に対して ASATミサイルを使用したことは、

宇宙条約 9条第 1文に違反する。  

D. Koligian が Palver-2 に対して ASAT ミサイルを使用したことは、宇宙条約 9

条第 3 文に違反する。 

 宇宙条約第 9 条 第 3文は、当事国が、自国によって計画された宇宙活動が宇

宙空間の平和的探査及び利用における他の当事国の活動に潜在的に有害な干渉

を及ぼすおそれがあると信ずる理由があるときは、その活動が行われる前に、

適当な国際的協議を行わなければならないことを定める。Koligianが Palver-2に

対して ASATミサイルを使用する際、適当な国際的協議を行わず、これに違反

したといえるか。Koligianが ASATミサイルを使用するにあたり、適当な国際的

協議を行わなければならなかったこと、Koligianが適当な国際的協議を行わなか

ったことを、順に論じる。 

i. Koligianは、ASATミサイルを使用するにあたり、適当な国際的協議を行

わなければならなかった 

「国際的協議」を行わなければならないのは、①国家又はその国民が計画し

た月や他の天体を含む宇宙空間での活動又は実験があること、②国がその活動

又は行為が潜在的に有害な干渉を引き起こすと信じる理由を持っていること、

③当該活動により引き起こされる潜在的に有害な干渉は他の当事国の宇宙空間

の平和的な探査及び利用に対してのものであることという 3つを満たしたとき

である。 

②について、「潜在的に」とは、自国の活動が有害な干渉を引き起こすよう

に計画されたものでなくとも、有害な干渉を引き起こすおそれが認められれば

足りるということを示している62。宇宙空間における「有害な干渉」には、主に 

3 類型が存在する。天文観測や地上観測に対する「観測干渉」、「無線周波数干

渉」、宇宙空間における物理的運用や物理的活動の自由に対する「物理的干渉」

である63。また、「信ずる理由」とは、計画された活動が潜在的に有害な干渉を

及ぼすおそれがあるという断定を示す知識を有することである64。 

本件について検討する。 

 
62 Michael C. Mineiro, “FY-1C and USA-193 ASAT Intercepts: An Assessment of Legal 

Obligations under Article IX of the Outer Space Treaty”, Journal of Space Law, 

Vol.34(2), 2008. p.336-338. 
63 Ibid. p.336-338. 
64 Ibid. p.336-338. 
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まず、ASATミサイルによる高度 200km付近での Palver2の破壊は Koligianが

計画した宇宙空間における活動であるから、①を満たす。 

次に、ASATミサイルは Palver-2を破壊するものであり、デブリを発生させう

るものであるので、潜在的に有害な「物理的干渉」をもたらすおそれがあるも

のに当たる。そして、Koligianは宇宙の探査及び利用においてかなり歴史のある

宇宙活動国である65。2007年に中国が自国衛星である Feng Yun 1Cを ASATミサ

イルで破壊した際や、2008年にアメリカが自国の衛星である USA-193を ASAT

ミサイルで破壊した際に、大量のスペースデブリが発生したことは、広く知ら

れている66。そのため、Koligianにおいては、ASATミサイルは潜在的に有害な

物理的干渉を引き起こし得ることは十分に認識できた。もっとも、本件ではデ

ブリは全て完全に燃焼したため被害は出ていない。そのため、Koligianは有害な

干渉を引き起こすと信じる理由はなかったと主張するかもしれない。しかし、

国際的協議は事前に行われるものであるから、有害な干渉を引き起こすと信じ

る理由があったか否かの判断も活動をする時点を基準にすべきであり、本件で

は、全てのデブリが必ず完全に燃焼すると Koligianが事前に計算して行ったと

いう事情はない。よって、Koligian による上記反論は認められない。したがって、

Koligianには潜在的に有害な干渉を引き起こすおそれがあると信ずる理由が存在

したといえる。以上より、②を満たす。 

また、Palver-2は核兵器に匹敵する大量破壊兵器ではない。加えて、ASATミ

サイルにより有害な干渉を受ける恐れのある１５０基の衛星のほとんどは、国

際的な共同事業体が運営する衛星群に属するものであり、航空機や海上での利

用を含む世界的なインターネットサービスを提供しているものである67。よって、

③を満たす。 

ii. Koligianは適当な国際的協議を行わなかった。 

「適当な国際的協議」としていかなる行為が求められるかは、計画された活

動の性質に依存する68。国連事務総長により設立された政府専門家会合による研

究の報告書であり、コンセンサスによって採択されている文書である、宇宙活

動における透明性・信頼醸成措置に関する政府専門家会合報告書では、「意図

的な破壊が必要であると決定された場合は、国は、他の潜在的に影響を受ける

国に対して、結果として生ずる破片の軌道上の滞留期間を制限するために十分

 
65 Compromis, para4. 
66 Ibid. p341-354. 
67 Compromis, para12. 
68 Michael C. Mineiro, “FY-1C and USA-193 ASAT Intercepts: An Assessment of Legal 

Obligations under Article IX of the Outer Space Treaty”, Journal of Space Law, 

Vol.34(2), 2008. p338-339. 
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に低い高度で意図的な破壊が行われることを確保するために用いられる措置を

含めた自国の計画を通知しなければならない。」と定めている69。 

 本件では、Koligianは 2031 年 5 月 11 日の朝、Palver-2 の「軌道管理」のため

の緊急措置を取るよう Argyliamに要請しただけであり70、Argyliamやその他潜

在的に影響を受ける国に対して、自国の計画である ASATミサイルの使用によ

る Palver-2の破壊について通知をしていない。 

よって、Koligianは「適切な国際的協議」を行っていないといえる。 

以上より、Koligianは宇宙条約 9条第 3文目に違反している。 

E. Koligian が Palver-2 に対して ASAT ミサイルを使用したことは、緊急避難

として正当化されない。 

国際慣習法上、行為が、重大で差し迫った危険から本質的利益を守るため、

国家にとっての唯一の方法であり、かつ、義務の存在する国家又は国際社会全

体の国家の本質的利益に対し、重大な侵害を与えない場合には、国際法上の義

務の違反はその違法性を阻却される(国家責任条文 25条)。Palver-2に対する

ASATミサイルの使用は、上記の要件を満たさず、緊急避難として正当化され

ないため、国際法に違反することを論じる。 

i. Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、重大で差し迫った危険から本

質的利益を守るため、国家にとっての唯一の方法ではない。 

 「重大で差し迫った危険」該当性の判断につき、ガブチコヴォ・ナジュマロ

シュ計画事件では、「緊急避難を主張する者が緊急避難の成否の唯一の判断者

ではない」としているが71 、その時点において、合理的に入手可能な証拠に基

づき危険が確立されているのであれば、緊急避難の成立は否定されないと解す

べきである。なぜなら、実際に危険がまだ生じていない以上、科学的に確実な

判断はできず、専門家でも意見が分かれることもあるはずだからである72。 

本件において、制御不能かつレーザーがアクティブ状態の Palver-2 が、制御

を失って落下し、150機の衛星が存在する混雑軌道に到達することが予測されて

いた。その結果、Palver-2 が他の衛星に衝突し、またレーザーを照射することで、

当該衛星が破壊され、あるいは機能を失う可能性があるため、Palver-2は、

 
69 UN. Secretary-General; Group of Governmental Experts on Transparency and 

Confidence-Building Measures in Outer Space Activities, “Group of Governmental 

Experts on Transparency and Confidence-Building Measures in Outer Space Activities : 

note / by the Secretary-General”, A/68/18, (19 July 2013). 
70 Compromis, para13 
71 Gabcikovo-Nagymaros Project (Hungary/Slovakia), Judgement, ICJ Reports 1977, P7, 

para.51. 
72 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, with 

commentaries, (2001), available at 

<https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf>. p83. 

https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf
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Koligianや当該軌道で衛星を運用している他の国の宇宙空間の利用の自由という

利益に対する危険となり得る。 

では、かかる危険は差し迫っているといえるか。長期にわたり現れる危険で

あっても、危険の現実化が確実で回避不可能なことが当該時点において立証さ

れれば、危険が差し迫っていると判断されるが、危険が単に近づいているだけ

の場合や、危険が偶発的なものである場合は、差し迫っているとは言えない73。

当時、Palver-2のレーザーが自発的にアクティブ化する可能性は、3%未満とさ

れていた74。加えて、仮にレーザーが発出されたとしても、他の衛星を照射し、

障害するとは限らない。さらに、Charalg社のような SSAサービスプロバイダー

が存在すること、実際、Palver-2が 5月 13日に混雑軌道へ突入することが予測

されていることから、Palver-2の位置はリアルタイムで追跡されていると考えら

れ、必要に応じて他の衛星が衝突回避マヌーバを実行し衝突を免れることは十

分可能であったといえる。そして、仮に SSVによるリブーストが失敗した場合

であっても、高度 200kmという極めて低い高度に配備されていた Palver-2は、

先述の通り、そう時間がかからずに混雑軌道を下降し、大気圏に突入して燃え

尽きる。これらを踏まえると Koligianを含む他国の衛星が破壊・傷害され危険

が現実化することが、確実で回避不可能とまでは言えない。したがって、危険

は差し迫っていたとは言えない。 

 「唯一の方法」といえるためには、より適法な他の取り得る方法があっては

ならず、他の取り得る方法には、その国単独の行為だけではなく、他国や国際

組織と協力することを通じて可能なものも含まれる75。本件においては、

Argyliamが提案した SSVによるリブースト、SSAを活用した衝突回避マヌーバ

の実行、大気圏再突入、Argyliamや他国に対する事前通知の上での ASATの使

用など、より適法な他の取り得る方法が複数あった。よって、「唯一の方法」

とはいえない。 

したがって、Palver-2 に対する ASATミサイルの使用は、重大で差し迫った危

険から本質的利益を守るため、国家にとっての唯一の方法であったとはいえな

い。 

 
73 Ibid. p83. 
74 Compromis, para12. 
75 Draft articles on Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts, with 

commentaries, (2001), available at 

<https://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/commentaries/9_6_2001.pdf>. p83. 
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ii. ASATミサイルの使用は、Argyliam又は国際社会全体の国家の本質的利益に

対し、重大な侵害を与えないとはいえない。 

 「義務の存在する国家又は国際社会全体の国家の本質的利益に対し、重大な

侵害を与えない」とは、対立する他の合理的な利益を評価して、守ろうとした

利益がこれを上回ることを意味する76。 

先述の通り、ASATの使用よりも Palver-2の大気圏再突入を待つことが、

IADCスペースデブリ低減ガイドラインに即した適切な措置であったから、

ASATを使用することは、デブリの発生するリスクは高まり、他のコンステレ

ーションの運用国の宇宙空間の利用の自由を損なうものである。また、制御不

能となっても Palver-2 が、永世中立国として国際同盟に加わらない Argyliamに

とって自国防衛のために重要な Palverシステムを機能させるために不可欠であ

ったことであることを併せ考えると、ASATミサイルの使用は、Argyliam又は

国際社会全体の国家の本質的利益に対し、重大な侵害を与えないとはいえない。 

以上より、Palver-2に対する ASATミサイルの使用は、緊急避難として正当化

されないため、国際法に違反する。 

IV. Koligian は Palver-2 の破壊に対して賠償責任を負う。 

先述の通り、国際慣習法上、国際違法行為と損害との間に因果関係がある場

合に当該損害に対する賠償責任が発生する。本件において、これまで述べてき

た通り、Koligianの Palver-2の使用は、国際法に違反する。ASATミサイルの使

用によって直接 Palver-2の破壊という損害が生じたから、因果関係がある。し

たがって、Koligianは Palver-2の破壊に対して賠償責任を負う。 

違法性阻却事由の援用によっても、問題の行為により生じた物質的損害の金

銭賠償問題は免責されないとする国家責任条文 27条(b)や、緊急避難行為による

損害についての金銭支払い義務を否定する被告の主張は国際法の原則の意味す

るところではないとする CMS事件裁定判決77にも示されているように、原則と

して、国際法上の義務違反が、違法性阻却事由の存在により正当化される場合

であっても、当該行為国は、物理的損害の賠償責任を免れない。したがって、

Koligianによる Palver-2の破壊が、仮に緊急避難により正当化される場合であっ

ても、Koligianは賠償責任を負う。 

 
76Ibid. p83. 
77 CMS Gas Transmission Company v. Argentina (lCSID Case No. ARB/Ol/8), Award 

(12 May 2005). para390. 
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法廷への請求 

以上の理由から、原告 Argyliamは、国際司法裁判所に対し、以下の事項を判決

し、宣言することを請求する。 

 

1) Palver-3の使用は、国際法に合致していた。 

 

2) Argyliamは Iriord-8 の破壊に対して賠償責任を負わない。 

 

3) Koligianが Palver-2 に対して ASATミサイルを使用したことは国際法に違反す

る。 

 

4) Koligianは Palver-2 の破壊に対して賠償責任を負う。 


